
　１．はじめに

　開発事業を実施する場合、開発エリアのみならず、

そのエリアを含む広い範囲で自然生態環境に大きな

影響を与える。例えば道路整備事業の場合、走行車

両によるロードキルや生息域の減少に加えて、生息

域の分断などが生じ、事業エリアの生態系全体のバ

ランスを崩壊させてしまう危険性が指摘されている。

したがって、たとえ個々の開発事業の規模が小さく

ても、各々自然生態環境に配慮した保全計画を立案

して事業を実施しなければ、結果的に累積的な影響

を残すことになる。

　米国は１９６９年の国家環境政策法（ＮＥＰＡ：Ｎａｔｉｏｎａｌ 

Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａｌ Ｐｏｌｉｃｙ Ａｃｔ）の制定によって環境ア

セスメントを導入し、水質浄化法（ＣＷＡ：Ｃｌｅａｎ 

Ｗａｔｅｒ Ａｃｔ）セクション４０４などにより、環境に重大

な影響を与える可能性がある開発事業などの人間行
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　米国では、ｎｏ‐ｎｅｔ‐ｌｏｓｓ政策に基づいて、開発事業などによる自然環境の損失に対し、

代償ミチゲーションが義務付けられており、現在ではミチゲーションバンクを利用して代

償ミチゲーションを行う州が多くなっている。本稿では、道路整備事業において代償ミチ

ゲーションを数多く実施している米国のミネソタ州を例に、道路整備事業における代償ミ

チゲーションの実施の考え方、進め方を紹介するとともに、日本の道路事業へミチゲーシ

ョンを導入する場合の課題を整理し、その可能性について検討を行う。
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為に対してミチゲーションプランの作成を義務付け

ている。ミチゲーションの基本的な概念は、開発事

業などによる環境への重大な影響に対して、まず可

能な限り事業の全部または一部を実施しないことに

よって影響を「回避」し、次に事業規模の縮小や程

度を制限することによって「最小化」を行い、最後

に、「回避」「最小化」しても残ってしまう自然生

態環境の損失などに対し、修復、回復、増強、創造

などの「代償」＊１を行うという概念であり、回避→

最小化→代償の順で常に検討するものである。この

ミチゲーション概念は、事業の構想段階や計画段階

から実施段階までに至る全てのプロセスに関連して

おり、環境アセスメントを通して持続可能な発展を

目指すものとなっている。

　このミチゲーション概念を実際の事業の中に取り

入れる上でキーとなるのが、環境をある水準に維持

しようとする社会的合意の存在である。米国の場合、

１９８８年にブッシュ元大統領が選挙公約で提唱した

「ｎｏ‐ｎｅｔ‐ｌｏｓｓ」政策がそれに相当する。この政策は

湿地帯や干潟の面積的、質的な価値を減少させない

ように、連邦レベルでの包括的な政策として提言さ

れたものであり、現在も継承されている。

　連邦レベルでのミチゲーションバンク＊２における

代償ミチゲーションの位置付けや、基本的な運営、

手続き方法などについては、１９９５年に策定されたミ

チゲーションバンキングガイダンス（Ｍｉｔｉｇａｔｉｏｎ 

Ｂａｎｋｉｎｇ Ｇｕｉｄａｎｃｅ）によって示された。さらに、陸

軍工兵隊（ＵＳＡＣＥ）と環境保護庁（ＥＰＡ）が各省庁と

協力して、２００２年に策定した国家湿地ミチゲーショ

ンアクションプラン（Ｎａｔｉｏｎａｌ Ｗｅｔｌａｎｄｓ Ｍｉｔｉｇａｔｉｏｎ 

Ａｃｔｉｏｎ Ｐｌａｎ）によって代償ミチゲーションサイトに

関する責任機関の明確化、環境影響の定量的評価手

法使用の拡大など代償ミチゲーションによる湿地帯

を中心とした自然環境保全の促進が図られた。

　このように、米国は湿地帯などの水環境保全に関

して、連邦レベルで「ｎｏ‐ｎｅｔ‐ｌｏｓｓ」政策による自然

環境保全目標を定め、さらに各州では地域特性を考

慮した州法やプログラムなどを策定し、独自の環境

アセスメント手法の確立やミチゲーションバンクの

設立などを行っている。

　本稿では、Ｌｉｔｔｌｅ ＮＥＰＡ＊３を制定し、ミチゲーシ

ョンバンクを積極的に活用しているミネソタ州に焦

点を当て、環境アセスメント手続きにおけるミチゲ

ーション概念の位置付けや、ミネソタ州交通局（以

下、Ｍｎ／ＤＯＴ）のミチゲーションバンクの利用実

態などに関して報告を行うとともに、ミチゲーショ

ン概念及びミチゲーションバンキングシステムを日

本の道路整備事業に導入することを想定し、その可

能性について検討を行う。

　２．ミネソタ州の環境アセスメントにおける

　　　ミチゲーション

　２－１　ＭＥＰＡによる環境アセスメント

　米国の各州では、ＮＥＰＡの制定を契機に、自然環

境などに配慮したその州独自の環境アセスメントの

手続きや、それに関わる州法を制定する動きが強ま

った。その結果、米国の約２０州がＬｉｔｔｌｅ ＮＥＰＡを制

定しており、ミネソタ州もその一つである。ミネソ

タ州の場合、「１００００ ｌａｋｅｓ ｓｔａｔｅｓ」と呼ばれるとお

り非常に数多くの湖が存在する豊かな自然環境を有

する州であり、この特徴に合わせてＭｉｎｎｅｓｏｔａ Ｅｎ-

ｖｉｒｏｎｍｅｎｔａｌ Ｐｏｌｉｃｙ Ａｃｔ（以下、ＭＥＰＡ）が１９７３年に

制定された（１９８０年に改正）。

　ＭＥＰＡでは環境に重大な影響を及ぼす行為に対

し、プロジェクトによる経済的な便益や費用だけを

考慮するのではなく、ミチゲーションにかかるコス

トも含めながら、自然資源や環境への影響を出来る

限り定量化して総合評価を行い、意思決定をしなけ

ればならないとしている。またＮＥＰＡと同様に、環

境アセスメントの中で好ましい開発事業の代替案を

選定した理由や、ミチゲーションプランなどを明確

にすることを義務付けている。

　ＭＥＰＡでは、環境アセスメントを合理的、効率的

に行うために、Ｍｉｎｎｅｓｏｔａ Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａｌ Ｑｕａｌｉｔｙ 

Ｂｏａｒｄ（以下、ＥＱＢ）によってＥｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａｌ Ｒｅｖｉｅｗ 

Ｐｒｏｇｒａｍ（以下、ＥＲＰ）が定められている。このＥＲＰに
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日本の道路整備事業におけるミチゲーションの適用可能性について ２３７

　＊１　代償ミチゲーションは、個々の開発による自然環境、生
息域の損失などに対する行為であり、環境アセスメント
を通してミチゲーションプランが作成されるものである。
一方、環境再生事業（日本は国土交通省の自然再生事業
が相当）は、過去の開発における自然環境の損失や改変
に対して行われるもので、本来なら達成すべき明確な目
標基準年を定める必要がある。

　＊２　ミチゲーションバンカーが、予め自然生態環境の創造や
復元などを行って環境量を増加させ、クレジットとして
貯蓄し、デベロッパーにクレジットを販売したり、自ら
クレジットを利用したりすることで代償ミチゲーション
を円滑に行うことができるシステムである。

　＊３　ＮＥＰＡ制定後に、各州でより厳密な環境アセスメント手
続きを法制化した州法を、一般にｌｉｔｔｌｅ ＮＥＰＡと呼んで
いる。現在は、カリフォルニア州、フロリダ州、メリー
ランド州をはじめとする１７州が ｌｉｔｔｌｅ ＮＥＰＡを制定して
いる。



より、公共や民間のプロジェクトによる環境への悪

影響を回避、最小化するためのプロジェクトの手続

きの方法が示されている。

　２－２　計画段階でのＥＡＷによるミチゲーショ

ン方法の提案

　ミネソタ州では、ＭＥＰＡによってあらゆる公共や

民間のプロジェクトに対して、担当行政機関（ＲＧＵ：

Ｒｅｓｐｏｎｓｉｂｉｌｉｔｙ Ｇｏｖｅｒｎｍｅｎｔａｌ Ｕｎｉｔ）にＥｎｖｉｒｏｎｍｅｎ-

ｔａｌ Ａｓｓｅｓｓｍｅｎｔ Ｗｏｒｋｓｈｅｅｔ（以下、ＥＡＷ）を作成する

ことを義務付けている。担当行政機関は事業別に決

められており、道路整備事業の場合ミネソタ州交通

局となる。このＥＡＷの作成によって環境への悪影

響が明確化したプロジェクトと、ミネソタ州法４４１０． 

４４００で定められているカテゴリーのプロジェクトに

対してＥＩＳの作成が必要とされる。これはＮＥＰＡの

ＥＡ（Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａｌ Ａｓｓｅｓｓｍｅｎｔ）の段階に相当して

いる。担当行政機関は、それぞれの事業ごとに決め

られており、道路事業の場合はＭｎ／ＤＯＴとなって

いる。ＥＡＷを作成することにより、プロジェクト

が環境に重大な影響がある可能性について明確にし、

担当行政機関がＥＩＳの必要性について判断するもの

で、Fig.1のような設問内容に答えていくアンケー

ト形式となっている。このＥＡＷには、事業の計画

段階から各種の影響の把握とそれに対して考えられ

るミチゲーション方法の提案を記述することが義務

付けられている。ＥＡＷの手続きは、Fig.2に示すと

おりプロジェクトのデベロッパーが担当行政機関に

情報を提供し、市民の意見などを取り入れつつ、環
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・プロジェクトの目的と事業内容
・事業規模と土地利用の関係
・従前、従後の植物相の面積の推移
・動物相や生息域への影響
・州の指定した希少生物種への影響
・水資源への物理的影響
・土壌の状態や浸食による影響
・固形、有害廃棄物の処理方法
・プロジェクトによる交通環境への影響
・大気影響、騒音、景観、悪臭などの影響
・二次的影響と累積的影響　etc.

Fig. 1　ＥＡＷの主な内容

ミチゲーション
方法の提案が
必要

�
�
�
�
�
�
�

EAWの準備期間 

RGUがEAWの 
必要性を決定。 

デベロッパーが 
EAWのデータを 
RGUへ提出。 

RGUがEAWを 
完成させ、分類して 
認可が下りる。 

RGUがEAWを 
分類リストに 
分類する。 

RGUが提出書類 
をチェックする。 

データの 
提出完了。 

RGUがデベロッ 
パーに報告。 

RGUが新聞 
で発表する。 

修正 １～５日間 

１～５日間 ７～21日間 ３～30日間 30日間 

１～５日間 

市民の意見提出期間 EISが必要と決定 

EQB Monitorで告知 
され、30日間の意見 
提出期間が開始される。 

EISが必要な場合は、その情報を 
RGUが準備する。また、提出された 
意見に対し返答する。 

司法機関 
による審査。 

RGUがEIS作成 
の決定を通知される。 

EIS作成決定後に 
EQB Monitorで 
告知される。 

注）ＲＧＵ：担当行政機関。
出典）参考文献３）に基づき、作成。

Fig. 2　ＥＡＷの流れ

プロジェクト 
計画をRGUへ 
提出する。 

RGUがEAWを分類し、 
スコーピング決定準備文書を 
準備し、新聞発表する。 

EQBがEQB 
Monitor 
で告知する。 

告知後15日 
以上で公開会議 
が開催される。 

30日間の 
意見提出 
期間終了。 

RGUが 
スコーピングの 
決定を公布。 

EISの準備をEQB Monitorで 
告知し、RGUが新聞で発表する。 
280日間のEISプロセスが開始。 

スコーピングプロセス 

DEISの 
準備が公式 
に開始。 

DEIS作成プロセス 

RGUがDEIS 
を完成させ、 
新聞で発表する。 

公開会議 
が開催。 

DEISへの 
意見提出 
期間終了。 

RGUがFEIS 
の妥当性を 
決める。 

EQB Monitor 
に告知される。 

RGUが 
新聞にFEIS 
を発表する。 

RGUが意見に 
返答し、EISを 
修正する。 

EQB 
Monitor 
へ告知。 

意見 
提出 
期間。 

RGUがEQB 
Monitorに 
妥当性を公表。 

２８０日間 

FEIS作成プロセス 

修正 

修正 ７～21日間 15日間以上 10日間以上 修正 ７～21日間 10日間以上 ５日間 

７～21日間 30日間 15日間 45日間 

注）ＲＧＵ：担当行政機関。
出典）参考文献３）に基づき、作成。
Fig. 3　スコーピングとＥＩＳ作成プロセス



境影響評価書（Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａｌ Ｉｍｐａｃｔ Ｓｔａｔｅｍｅｎｔ）を

作成するか判断を行い、その結果が「ＥＱＢ Ｍｏｎｉｔｏｒ」

に掲載される。「ＥＱＢ Ｍｏｎｉｔｏｒ」とは、ＥＱＢが週に

２回出版している出版物で、環境影響評価準備書で

の代替案の絞り込み理由、公聴会の開催日時、将来

の事業計画などの環境アセスメントに関する情報公

開のツールとして利用されており、この内容はホー

ムページにも公開している。

　２－３　スコーピングとＥＩＳの作成

　調査範囲や調査項目を決定するスコーピングのプ

ロセスでは、ＥＡＷ、スコーピング決定準備書、最

終スコーピング決定書の三つが作成される。まず、

ＥＡＷをベースにそれぞれの環境影響評価項目別に

分類され、スコーピング決定準備書を「ＥＱＢ Ｍｏｎｉ-

ｔｏｒ」に掲載し、市民の意見を取り入れた後、修正を

行って最終スコーピング決定書を完成させ、ＥＩＳ作

成プロセスに入る（Fig.3）。ＥＩＳの内容は、スコーピ

ングにより担当行政機関によって任意に決定される

が、主な内容としてプロジェクトの目的、代替案、

環境への影響、ミチゲーション方法などが取り上げ

られている。代替案には、プロジェクト候補地の選

択理由、代替的な技術、定量的な環境影響評価結果、

事業を実施しない場合（ｎｏ ｂｕｉｌｄ）を含む代替案毎に

おけるミチゲーション方法について総合評価するこ

とが義務付けられている。

　３．ミネソタ州の代償ミチゲーション方法と

　　　ミチゲーションバンクの現状

　３－１　ミチゲーションバンクに関する法律

　ミネソタ州では、１９８０年代の初頭にＭｎ／ＤＯＴ、

ＤＮＲ（Ｍｉｎｎｅｓｏｔａ Ｄｅｐａｒｔｍｅｎｔ ｏｆ Ｎａｔｕｒａｌ Ｒｅ-

ｓｏｕｒｃｅｓ）、ＵＳＡＣＥ（Ｕ．Ｓ Ａｒｍｙ Ｃｏｒｐｓ ｏｆ Ｅｎｇｉｎｅｅｒ）

を中心にＷＨＭＢ（Ｗｅｔｌａｎｄ Ｈａｂｉｔａｔ Ｍｉｔｉｇａｔｉｏｎ 

Ｂａｎｋｉｎｇ）の協定が結ばれたが、これがミチゲーシ

ョンバンク設立の基礎となった。１９９１年には湿地帯

保全のための包括的な法律としてＷＣＡ（Ｍｉｎｎｅｓｏｔａ 

Ｗｅｔｌａｎｄ Ｃｏｎｓｅｒｖａｔｉｏｎ Ａｃｔ）が施行されている。さ

らに１９９４年には、ＭＷＢＰ（Ｍｉｎｎｅｓｏｔａ Ｗｅｔｌａｎｄ Ｂａｎｋ-

ｉｎｇ Ｐｒｏｇｒａｍ）が策定され、これを契機に公共型と

民間型の二種類のミチゲーションバンクが本格的に

設立されるようになった。

　公共型ミチゲーションバンクとは、行政機関が運

営・管理するミチゲーションバンクのことで、その

主な目的は、行政が将来の公共事業を実施する際に、

予めクレジットを生産し、貯蓄することで代償ミチ

ゲーションを円滑に進められるようにするためのも

のである。行政機関でミチゲーションバンクを所有

しているのは、ＷＣＡを推進しているＢＷＳＲ（Ｍｉｎｎｅ-

ｓｏｔａ Ｂｏａｒｄ ｏｆ Ｗａｔｅｒ ａｎｄ Ｓｏｉｌ Ｒｅｓｏｕｒｃｅｓ）＊４、Ｍｎ／

ＤＯＴなどである。一方、民間型ミチゲーションバン

クとは、民間企業が運営管理するミチゲーションバ

ンクのことで、なるべく安い費用でクレジットを生

産し、デベロッパーに販売することで利益を得るこ

とを目的に運営されているものである。クレジット

の価格は、１エーカー当たり＄１，０００から＄２０，０００以

上までと格差がある。一般的には都市圏に近いほど

地価に比例して値段が上昇する傾向にある。

　３－２　ミチゲーションバンクの利用動向

　１９９５年頃から公共型ミチゲーションバンクの設立

が活発になり、クレジットの貯蓄量やクレジット利

用量が増加している（Fig.4）。

　Ｍｎ／ＤＯＴにおけるミチゲーションバンクのクレ

ジットの利用・購入量の割合（Ｍｎ／ＤＯＴ所有のバ
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Fig. 4　行政機関全体のバンクのクレジット量の推移５，６）

Mn / DOT 26%
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出典）ＢＷＳＲ， ＵＰＤＡＴＥ， ２００１。
Fig. 5　バンクの種類別クレジット利用・購入量の割合

　＊４　１９３７年に水と土環境に関する委員会として発足し、１９８３
年から現行のＢＷＳＲとなる。この委員会の活動範囲は広
く、その中にはＷＣＡを奨励するための地方自治体やデ
ベロッパーなどに対するミチゲーションに関する技術的
サポートやアドバイス、代償面積の調整、湿地帯保全に
関するプログラム策定などが含まれる。また、独自にミ
チゲーションバンクを保有している。



ンクからのクレジット利用量と民間からの購入量の

合計）は、Fig.5で示すとおり、州全体の約４分の１

を占めており、道路整備事業でミチゲーションバン

クのクレジットが非常に多く利用されている。

　Fig.6は、民間型のミチゲーションバンクの利用

可能なクレジット量と、道路整備事業で必要なクレ

ジット量を比較したものを示しており、民間のミチ

ゲーションバンクがミネソタ州のほぼ全域に設立さ

れていることが分かる。しかしながら、現在、Ｍｎ

／ＤＯＴでは民間のバンクのクレジットの価格が高

いこともあり、独自のバンクのクレジットを多く利

用する傾向にある。

　３－３　ミネソタ州の湿地帯評価手法

　米国では、開発事業などで失われた環境の価値と

代償する環境の価値を評価するために、さまざまな

環境評価手法＊５が開発されている。多様な湿地帯が

存在しているミネソタ州では、湿地帯の価値や機能

について評価するための手法として、ＭｎＲＡＭ

（Ｍｉｎｎｅｓｏｔａ Ｒｏｕｔｉｎｅ Ａｓｓｅｓｓｍｅｎｔ Ｍｅｔｈｏｄ）と呼ばれ

る独特の湿地帯評価手法を開発している。ＭｎＲＡＭ

は、ＨＧＭ（Ｈｙｄｒｏｇｅｏｍｏｒｐｈｉｃ Ａｐｐｒｏａｃｈ）を発展さ

せた手法で、水文学的特徴、植生の特徴、土壌、周

辺エリアの土地利用などに関する項目をチェックシ

ートに回答していくことで評価するものである。あ

る程度の経験を積み、評価するための材料が揃って

いれば、２～３時間で評価できるという特徴がある。

　３－４　代償面積の算定方法

　代償ミチゲーションにおける面積の算定方法は、

道路建設によって直接的に失われた湿地帯の面積分

だけを対象とし、１エーカーを１クレジットと定義

している。開発エリアから離れた場所で代償ミチゲ

ーションを実施する場合（ｏｆｆ‐ｓｉｔｅ）は、影響を受け

る湿地帯の残存する面積の割合によって代償面積の

割合が決定される。それは５０％以上ならば１対１で、

以下であれば２対１となる。ただし、生物種が異な

る場合（ｏｕｔ‐ｏｆ‐ｋｉｎｄ）は最大３対１となる。また、

ミチゲーションバンクのクレジットから代償する場

合は、１．５対１となっている。さらに、Fig.6に示さ

れている湿地帯の残存率にも代償面積は関係してい

る。この残存率は、１８５８年を基準年として算定され、

残存率が低い地域の場合は代償面積が２５％～５０％上

乗せされる。Fig.7は、道路整備事業で消失した湿

地帯の面積と代償面積の関係を示しており、面積的

に見れば湿地帯はネットゲインとなっている。この

ように基準年を設定し、湿地帯の現存量が少ないエ

リアでの厳しいペナルティを課すことによって湿地

帯を保全している。

　３－５　Ｍｎ／ＤＯＴによる代償ミチゲーションの

現状

　Ｍｎ／ＤＯＴは、可能な限り環境への影響の回避、

最小化を行い、道路計画路線に関する代替案の総合

評価を行っているが、ミネソタ州の場合、全域に小

規模な湿地帯が多く存在するため、路線の位置を変

更しても必ずどこかの湿地帯に影響を与えることに

国際交通安全学会誌　Ｖｏｌ．２８，Ｎｏ．３ 平成１５年１０月（　）４８
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注）民間のバンクのクレジットは道路事業以外にも利用される。
Fig. 6　民間のバンクのクレジットの量、道路整備事業で必要

なクレジット量、湿地帯温存率の関係（１９９６‐１９９８）６）

　＊５　現在、米国ではＷＥＴ、ＢＥＳＴ、ＨＧＭ、ＨＥＰなど、いく
つかの環境評価手法が開発されている。ＷＥＴ、ＢＥＳＴ、
ＨＧＭは、主に湿地帯の評価手法であるのに対して、ＨＥ
Ｐは湿地帯以外にも適用可能であるという特徴がある。
最近、日本でもハビタット評価手法としてＨＥＰを導入
しようという動きが見られる。
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Fig. 7　道路整備事業における湿地帯の消失面積と代償面積の
関係５，６）



なり、湿地帯の損失を回避することが困難であり、

代償ミチゲーションを実施する機会が非常に多い。

　代償ミチゲーションは、同じ流域（ｗａｔｅｒｓｈｅｄ）内

で実施しなければならないと定められており、道路

整備事業の場合は、道路建設予定地の近接の場所

（ｏｎ‐ｓｉｔｅ）において、可能な限り同種類の生物種（ｉｎ‐

ｋｉｎｄ）による環境創造、復元などが行われている。

１９９１年と１９９２年のデータによるとＭｎ／ＤＯＴは代償

ミチゲーションサイトの面積のうち、約８０％が環境

創造（ｃｒｅａｔｉｏｎ）となっている。

　Fig.8は、ＴＨ（Ｔｒｕｎｋ Ｈｉｇｈｗａｙ）１０の道路建設の際

に造成された、湿地帯のミチゲーションバンクであ

る。このミチゲーションバンクは、ＴＨ１０付近のイ

ンターチェンジの改良時に余った土地をバンクとし

て造成したもので、最初からクレジットの獲得が目

的であり、将来の道路整備事業で利用される予定で

ある。Ｍｎ／ＤＯＴは、ＴＨ１０のミチゲーションバン

クのように、道路用地のオープンスペースで先行的

に小規模な環境創造を行い、ミチゲーションバンク

として所有している。

　４．ＴＨ ６１０のケーススタディ

　４－１　ＴＨ ６１０の路線計画の概要

　ミネソタ州の州都であるセントポール市から北西

約４０ｋｍに位置する場所で、ＴＨ６１０の道路建設が計

画された。これは、周辺道路の交通量増加に伴い、

交通ネットワークを形成することで渋滞緩和を図る

ことを目的としたものである。ＴＨ６１０はFig.9に示

すように、西のＩ９４から東のＴＨ２５２を結ぶ東西道路

となっており、Ｉ９４から東へ約１４ｋｍ地点までは既存

の幹線道路の拡幅と延伸工事を実施し、そこからミ

シシッピ川を横切る北側の路線と、南側のＴＨ２５２へ

連結する路線を新設する道路計画であった。ＴＨ６１０

の周辺エリアは、多くの湿地帯や氾濫原が存在して

おり、新設する南北の道路について二つの代替案が

提案された。この南北の路線についてもなるべく既

存路線を活用することで、湿地帯などへの影響を回

避している。

　４－２　代替案の総合評価

　環境影響評価準備書の段階で、Table1で示すよう

な代替案の総合評価を行っている。道路路線を選定

する場合、計画段階から事業を実施しない場合を含

めて、それぞれの代替案における環境への影響を定

量的に評価し、代替案の絞り込みを行っている。評

価項目は、プロジェクトのコスト、交通サービスレ

ベル、都市計画との整合性などの基本的な項目だけ

でなく、多岐にわたって環境の評価が行われている。

特に、水環境だけで四項目について評価されている。

代替案の総合評価の結果、水環境への影響が少ない

代替案（１）がＴＨ６１０の路線として選定されている。
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Fig. 9　ＴＨ ６１０の代替案（ＤＥＩＳ）



　４－３　ＴＨ ６１０の代償ミチゲーション

　Fig.9に示した代償ミチゲーションサイトの設計

図の一部をFig.10に示す。ＴＨ６１０の建設では、六つ

の湿地帯が影響を受け、総面積３７．８エーカーが消失

したが、そのうち１エーカーがこのサイトで代償さ

れた。このサイトは以前、ポテト畑と砂地が広がる

土地であったが、Ｍｎ／ＤＯＴが買収してサイトとし

て造成した。サイト内の湿地は、近くの湿地帯と連

結され、そこから水を引くことで、機能を果たすよ

うに湿地帯のネットワークが形成されている。Fig. 

11は、環境創造前の１９９２年当時の航空写真である。

１９９７年の段階では、近くの湿地帯から水を引いた直

後で、植物はまだ成長過程であり、湿地帯としての

機能を果たしていないことが分かる（Fig.12）。環境

創造から約１０年後には、水生動植物は生息するよう

になっており、水鳥などの休息地として機能してい

る（Fig.13,14）。なお、この代償ミチゲーションは、

Ｍｎ／ＤＯＴがＳＲＦというコンサルタント会社に発注

を行い、計画から施工まで行っている。現在でも、

モニタリングとして、Ｍｎ／ＤＯＴが簡単なサンプリ

国際交通安全学会誌　Ｖｏｌ．２８，Ｎｏ．３ 平成１５年１０月（　）５０
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Table 1　ＴＨ ６１０の代替案の比較

事業無し
（ＮＯ‐ＢＵＩＬＤ）

ＴＨ２５２からＴＨ１０：Ｃｏｏｎ Ｒａｐｉｄｓ‐Ｂｒｏｏｋｌｙｎ ＰａｒｋＩ－９４からＴＨ２５２
Ｍａｐｌｅ Ｇｒｏｖｅ‐Ｂｒｏｏｋｌｙｎ

Ｐａｒｋ 代替案（２）代替案（１）

不一致一致一致一致１．交通
１．１地域交通計画との整合性

交通サービス
レベルＥ

交通サービス
レベルＣ

交通サービス
レベルＣ

交通サービス
レベルＣ１．２交通需要

０３,０００百万ドル
３３０百万ドル

４,３８０百万ドル
３６０百万ドル

３,６１０百万ドル
２２０百万ドル

２．プロジェクトのコスト
（建設費と用地取得費用）

不一致一致一致一致３．土地利用計画
３．１都市計画

不一致
Ｂ．Ｐ．の土地利用計画には

一致するが、
Ｃ．Ｐ．には不一致

Ｃｏｏｎ Ｒａｐｉｄｓ＆ Ｂ．Ｐ．の
ドラフト

土地利用計画に一致

Ｍａｐｌｅ Ｇｒｏｖｅ ＆
Ｂ．Ｐ．のドラフト
土地利用計画に一致

３．２地方計画

２１２，９００２２８，２００２２８，２００２２８，２００
４．社会環境
４．１人口（プロジェクトエリアにおけ
る２０００年の予測人口）

影響無しＣ．Ｒ．とＲｉｖｅｒｖｉｅｗ ｓｃｈｏｏｌ
地域に影響がある

Ｃ．Ｒ．とＲｉｖｅｒｖｉｅｗ ｓｃｈｏｏｌ
地域に影響がある

Ｅｎｇｌｅｓ Ｐｋ．と
近隣のＭａｐｌｅ Ｇｒｏｖｅ が

分割される
４．２地域の結束性

０（Ａｌｔ．２Ｂ）
７０

（Ａｌｔ．２Ａ）
７４

（Ａｌｔ．１Ｂ）
５８

（Ａｌｔ．１Ａ）
６７３２５．転地と再配置

５．１住宅地
００２１５．２商業地

０（Ａｌｔ．２Ｂ）
＄８６，３２９

（Ａｌｔ．２Ａ）
＄９４．６９１

（Ａｌｔ．１Ｂ）
＄８４，０２３

（Ａｌｔ．１Ａ）
＄９４，２２３＄４３，９９５６．経済

６．１税金ベースによる減収
６５，２００７８，０００７８，０００７８，０００６．２雇用（２０００年予測）
土地の
無使用土地の無使用公園を交差する土地の無使用７．公園、レクリエーション、

避難場所
影響無し影響無し影響無し影響無し８．歴史的建造物への影響

０３２１９４７９．視覚的影響（道路建設により、
　　確認できる住宅地の合計）

１，１５８１，０１６１，０１６１，０１６１０．エネルギー
（１日あたりの原油消費量：バレル）

不一致一致一致一致１１．大気環境
１１．１　ＳＴＰとの一致

００００

１２．騒音
１２．１　ＦＨＷＡの騒音基準
（許容限度を越えた場所または構造
物の数）

５２（Ａｌｔ．２Ｂ）
１３

（Ａｌｔ．２Ａ）
０

（Ａｌｔ．１Ｂ）
１３

（Ａｌｔ．１Ａ）
０６

１２．２　ＭＰＣＡの昼の基準
（許容限度を越えた場所または構造
物の数）

１５８（Ａｌｔ．２Ｂ）
８１

（Ａｌｔ．２Ａ）
０

（Ａｌｔ．１Ｂ）
８１

（Ａｌｔ．１Ａ）
０１７

１２．３　ＭＰＣＡの夜の基準
（許容限度を越えた場所または構造
物の数）

重大な
影響無し

（Ａｌｔ．２Ｂ）
影響無し

（Ａｌｔ．２Ａ）
８．９エーカー

（Ａｌｔ．１Ｂ）
影響無し

（Ａｌｔ．１Ａ）
８．９エーカー

２．３エーカーの
草原地帯が損失１３．植物と野生生物

重大な
影響無し

（Ａｌｔ．２Ｂ）
１，５００ｆｔの
再編成

（Ａｌｔ．２Ａ）
４，０００ｆｔの
再編成

（Ａｌｔ．１Ｂ）
影響無し

（Ａｌｔ．１Ａ）
影響無し重大な影響無し１４．表層水の変更

重大な
影響無し

Ｐｌｅａｓｕｒｅ Ｃｒｅｅｋの
水質への影響の可能性あり

Ｐｌｅａｓｕｒｅ Ｃｒｅｅｋの
水質への影響の可能性あり

ＮとＳの水路の水質に
影響の可能性あり１５．水質

０３６．３１２１．６１６．湿地帯（エーカー）

０（Ａｌｔ．２Ｂ）
４

（Ａｌｔ．２Ａ）
４

（Ａｌｔ．１Ｂ）
１

（Ａｌｔ．１Ａ）
２２１７．洪水による影響

（浸食の面積：エーカー）



ング調査と維持管理などを実施している。

　５．日本へのミチゲーション概念

　　　（ミチゲーションバンキングシステム）

　　　導入に向けた問題点と課題

　日本は、１９９９年に環境影響評価法を施行し、環境

保全措置としてミチゲーション概念を取り入れてい

る。しかしながら、米国のような実行性のある仕組

みにするためには、以下のような問題点や課題が挙

げられる。

①包括的な保全目標の必要性

②戦略的環境アセスメントの導入

③日本型代償ミチゲーション制度の確立（環境影響

評価方法の確立）

④ミチゲーションバンクサイトにおける土地確保の

問題

　５－１　「保全目標」の設定

　米国では、「ｎｏ‐ｎｅｔ‐ｌｏｓｓ」政策という連邦レベル

での「保全目標」が設定され、Ｃｌｅａｎ Ｗａｔｅｒ Ａｃｔに

Ｏｃｔ.，２００３ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．２８，Ｎｏ．３ （　）５１
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現存する湿地帯 

消失した湿地帯 

ミチゲーションサイト 

Fig. 10　ＴＨ ６１０号線と湿地帯造成の位置

Fig. 11　バンクサイト（１９９２） Fig. 12　バンクサイト（１９９７）

Fig. 13　ＴＨ６１０のミチゲーションバンク（２００１）

Fig. 14　ＴＨ６１０のミチゲーションバンク（２００１）



よってミチゲーションが義務付けられ

た。また、各州でより厳密な湿地帯保

全に関するプログラムが策定され、条

例などの法制化も進み、環境アセスメ

ントの充実が図られた。そして、ミネ

ソタ州では「ｎｏ‐ｎｅｔ‐ｌｏｓｓ」の基準より

も前である１８５８年を湿地帯修復レベル

の「目標年度」に設定し、Ｒｏａｄ Ｒｅｐｌａｃｅ-

ｍｅｎｔ Ｐｒｏｇｒａｍ＊６などの過去の開発に

よって消失した湿地帯の復元、創造も

行っている。

　このように達成すべき目標の基準年

を設定することにより、代償ミチゲー

ションに関する法律の法制化や、環境

再生事業との関係についての位置付け

が明確にされている。

　これに対して日本の場合、環境目標

レベルを何年に設定するのかという国

レベルでの包括的な保全目標は現在の

ところまで設定されていない。したが

って、環境再生事業や代償ミチゲーシ

ョンなどを実施する場合の国レベルで

の基準が曖昧になっている。さらに、

ミネソタ州のような地方自治体レベル

での地域環境特性の違いを考慮した目

標基準年度などの設定も必要である。

そして、米国が湿地帯を主なターゲッ

トとしているように、日本はどのよう

な自然環境をターゲットとするか決め

る必要がある。

　米国ではＰＰＰ（Ｐｏｌｌｕｔｅｒ Ｐａｙｓ Ｐｒｉｎｃｉ-

ｐｌｅ）原則に基づき、デベロッパーが事

業予算の中に、環境へのミチゲーショ

ン費用も考慮にいれるのが常識となっ

ているが、このような保全目標に対す

る社会的合意が無ければ、代償ミチゲ

ーションの費用を事業予算の中に組み

込むことは難しい。

　５－２　戦略的環境アセスメントの

導入

国際交通安全学会誌　Ｖｏｌ．２８，Ｎｏ．３ 平成１５年１０月（　）５２

福田　敦、伊東英幸、サルマ　ストラウマニス２４４

YES
除外リスト 
の例外か 

NO
カテゴリー 
別除外 

YES
公表・意見聴取 

適正な 
FONSIか 

NO

FONSIの作成 

意見聴取 

YES

閲覧 
公聴会の開催 
文書の受け付け 

縦覧 
意見聴取 

事業認可など 

EISの作成 
が必要か 

NO

YES

EIS作成の意志 
表明文書作成 

環境調査・予測・評価の実施 

スコーピング 公表・意見聴取 

FEISの縦覧終了広告 

FEISの作成・告示 

DEISの作成・告知 

決定の記録 

CEQへの申し立て コメント期間 

NO

EAの作成 

除外リストの対象か 
（スクリーニング） 

テ
ィ
ア
リ
ン
グ 

開発計画など 

注）ＦＯＮＳＩ：Ｆｉｎｄｉｎｇ ｏｆ Ｎｏ Ｓｉｇｎｉｆｉｃａｎｔ Ｉｍｐａｃｔ（環境へ重要な影響が無いことを
示す報告書）、ＤＥＩＳ：Ｄｒａｆｔ ＥＩＳ（環境影響評価準備書）、ＦＥＩＳ：Ｆｉｎａｌ ＥＩＳ（環
境影響評価書）。

Fig. 15　ＮＥＰＡの手続きのフロー １５）

環境影響評価 
準備書の作成 

環境影響評価書の作成 

・公告・縦覧 
・説明会 

・住民の意見提出 
都道府県知事・ 
市町村長の意見 

環境影響評価書の補正 

事業認可など 

スコーピング 

環境調査・予測・評価の実施 

住民の意見 
都道府県知事・ 
市町村長の意見 

スクリーニング 

環境庁長官の意見 

行政機関の意見 

事業計画決定 

基本計画の策定 

投資効果の検討 

予算化 

社会、経済、政治的 
影響の検討 

Fig. 16　環境影響評価法の手続きのフロー １５）

　＊６　地方自治体を対象としており、環境アセ
スメント制定以前の道路整備事業で失わ
れた自然環境や、道路修復などの再建設
による自然環境の損失などに対し、環境
修復や環境創造事業を行うためのプログ
ラムである。



　米国の環境アセスメントは、戦略的環境アセスメ

ント（Ｓｔｒａｔｅｇｉｃ Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａｌ Ａｓｓｅｓｓｍｅｎｔ）と呼ば

れ、政策、計画段階などの上位段階から環境への影

響を考慮するものとなっている（Fig.15）。

　日本の環境影響評価法の場合、「事業アセス」

（Fig.16）と呼ばれるように、事業計画が決定された

後の事業実施段階で「回避」「最小化」「代償」の

環境保全措置を検討する仕組みとなっており、道路

計画路線の変更や開発規模の縮小などは例外を除い

て行われていないのが現状である。したがって、米

国型の戦略的環境アセスメントを導入し、計画段階

からのミチゲーション概念を導入する必要がある。

　最近日本でも、一部の地方自治体で戦略的環境ア

セスメント導入の取り組みが始まっている。例えば、

東京都では、環境影響評価条例の改正に伴い、平成

１５年１月から計画段階と事業段階の二段階評価型の

手続きが都の一部の開発計画を対象として試験的に

導入され、早期の計画段階から複数の代替案の評価

や累積的影響評価について検討される仕組みとなっ

ている。まだ完全な戦略的環境アセスメントの導入

とは言えないが、将来的には民間事業も対象とする

計画もあり、先進的な取り組みとして期待されてい

る。また、埼玉県でも平成１４年に埼玉県戦略的環境

影響評価実施要綱を制定し、現在地下鉄７号線の延

伸計画に適用されている。

　このような戦略的環境アセスメントの導入が進め

ば、日本においても計画段階からのミチゲーション

導入の可能性は高くなると考えられるが、未だ一部

の地方自治体レベルに止まっている状況にあり、将

来的には国レベルでの包括的な戦略的環境アセスメ

ント手続きの法制化が望まれる。

　５－３　代償ミチゲーション方法の確立

　ミネソタ州の事例では、ＭＥＰＡの制定、ＥＱＢの

設置とＥＲＰの義務付けによって、ミチゲーション概

念に沿った戦略的環境アセスメントの手続きが整備

されるのと平行して、ＷＨＭＢの締結、ＷＣＡの制定、

ＭＷＢＰの策定によって代償ミチゲーションの具体

的な方法やミチゲーションバンクの利用方法につい

て明確にされている。したがって、我が国で代償ミ

チゲーションを実施するためには、前節で述べたと

おり戦略的な環境アセスメントを整備し、代償ミチ

ゲーションを手順の一つとして明確に義務づけた上

で、さらに代償ミチゲーションを具体化するための

法的な根拠の整備、組織横断的な責任機関の設置と

ガイドラインの作成などを行う必要がある。それに

よって初めてミチゲーションバンクの導入の検討も

可能となる。

　ただし、代償ミチゲーションを義務付けた場合、

代償する環境が損失した環境と機能や価値が同等で

あるか評価するための環境評価方法の確立が課題と

なる。近年、日本でもＨＥＰの導入に向けた活動や

研究が行われているが、日本の自然生態環境の特徴

などを考慮できる日本型の環境影響評価方法の確立

が急がれる。

　５－４　ミチゲーションバンクサイトにおける土

地確保の問題

　代償ミチゲーションを具体的に行う方法としてミ

チゲーションバンクの利用が有効な方法であること

は明らかであるが、日本でミチゲーションバンクを

導入するにあたってバンクサイトとする土地が確保

できるのかという疑問がある。今回、紹介したミネ

ソタ州の道路整備事業における事例では、沿岸域の

開発などと比較すると各サイトとも面積的には小規

模で、道路用地のオープンスペースを活用しており、

日本でも導入は可能であると考えられる。例えば、

日本道路公団はジャンクションやサービスエリアな

どの道路用地のオープンスペースを使ってビオトー

プを整備しているが、単純な面積の比較では、紹介

したミネソタ州のＴＨ１０付近のインターチェンジに

整備されたミチゲーションバンクサイトと大きく違

わない。ただし、事例でも紹介したとおり、小規模

なミチゲーションバンクサイトの場合、他の自然環

境との連結などによる水環境のネットワークの形成

などを行わないと生物の生息空間（ビオトープ）が孤

立した状態になってしまうので、その意味では市街

化が進んでいる日本ではミチゲーションバンクサイ

トに適する土地を確保するにはある程度の努力が必

要となるであろう。

　この点に関しては、生物種の同等性、開発地域と

バンクサイトの位置関係に応じた代償基準を設定す

ることで、柔軟性を持たせることが可能となると考

えられる。具体的には、異種、オフサイトの場合に

代償基準を厳しくするだけではなく、ミチゲーショ

ンバンクが周りの自然生態環境を連結する機能を持

ち、市町村が緑の基本計画で示している緑のネット

ワーク構想などを助けるものや、国土交通省の自然

再生事業と整合する内容となっている場合は、これ

を積極的に評価して交換率を割増すことが考えられ

る。
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　６．おわりに

　本稿では、ミネソタ州の環境アセスメント手続き

におけるミチゲーション概念のあり方や、Ｍｎ／ＤＯ

Ｔによる代償ミチゲーション方法、ミチゲーション

バンクの利用動向について報告を行うとともに、日

本型の代償ミチゲーション、ミチゲーションバンキ

ングシステムの導入可能性について検討を行った。

　日本ではミチゲーションを行う個別技術は十分に

整っているが、全体を一つのプロセスとして取りま

とめる法制度、組織に関して現在までのところ、ほ

とんど整備されておらず、今後早急に整備する必要

があろう。

　将来的に、日本も国家レベルでの戦略的環境アセ

スメント手続きを導入し、自然再生事業との整合性

を持たせながら、ミチゲーション計画を策定してい

くことが望まれる。

　最後に、本研究の中でミネソタ州におけるミチゲ

ーション実施状況に関する現地調査は、日本大学総

長指定研究「環境と資源の安全保障プロジェクト」

の一環として平成１３年度に実施したものである。ミ

ネソタ州におけるミチゲーションの分析では、ミネ

ソタ州交通局メリット・リンジー環境事業部長、ニ

ック・タイデケン水文学分析官に多大な御協力を頂

いた。ここに謝意を表す。また、ミチゲーションの

我が国への適用可能性の検討については、新道路研

究会の助成研究の中で行ったものである。
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